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前書き 

 

いじめは、どの子供にも、どの学校でも起こり得るもので、いじめを背景とした生命や心

身に重大な危険が生じた事案が社会問題化する中、平成 25年 9月に、いじめ防止対策推進法

（平成 25 年法律第 71 号）が施行された。文部科学省では、同法に基づき、平成 25 年 10 月

に、「いじめの防止等のための基本的な方針」（平成 25年 10月 11日文部科学大臣決定）を策

定し、いじめの防止、いじめの早期発見及びいじめへの対処（以下「いじめの防止等」とい

う。）のための対策を総合的かつ効果的に推進することとしている。地方公共団体、学校等に

おいても、いじめ防止基本方針の策定、いじめの防止等のための組織等の設置によるいじめ

の防止等の組織的対策等を講ずることとされている。 

また、文部科学省は、同法施行 3 年後の見直し規定に基づき、いじめの防止等のための対

策の一層の推進を図るため、平成 29年 3月に国のいじめ防止基本方針の改定等を行うととも

に、29 年度中には、いじめ防止対策に係る事例集の策定等の措置を講ずることとしている。 

一方、「平成 28年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（平

成 30年 2月 23日文部科学省）によると、いじめの認知件数は、約 32万 3,000件あり、いじ

めにより生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い及び相当の期間学校を欠席すること

を余儀なくされている疑いがあると認める重大事態は約 400 件発生しており、いじめを背景

とした自殺等の深刻な事態の発生は後を絶たない。また、児童生徒 1,000 人当たりのいじめ

の認知件数の都道府県間の差は最大で約 19倍あり、実態を正確に反映したものとは言い難い

状況がみられるとの指摘もある。 

この調査は、以上のような状況を踏まえ、関係機関によるいじめの防止等の取組実態を明

らかにし、いじめ防止対策を推進する観点から、いじめの早期発見・対処の取組状況、いじ

めの重大事態の再発防止等の取組状況を調査し、関係行政の改善に資するために実施したも

のである。
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第 1 調査の目的等 

 

1 目的 

この調査は、関係機関によるいじめの防止等の取組実態を明らかにし、いじめ防止対策を

推進する観点から、いじめの早期発見・対処の取組状況、いじめの重大事態の再発防止等の

取組状況を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 

 

2 対象機関 

⑴ 調査対象機関 

  文部科学省、国家公安委員会（警察庁）、総務省、法務省、厚生労働省 
⑵ 関連調査等対象機関 

都道府県(21)、都道府県教育委員会（21）、都道府県公安委員会（都道府県警察）(20) 

市町村（41）、市町村教育委員会（50） 

公立小学校（99）、公立中学校（99）、公立高等学校（51）、関係団体等 

 

3 担当部局 

  行政評価局 

  管区行政評価局  全局（北海道、東北、関東、中部、近畿、中国四国、九州） 

四国行政評価支局 

行政評価事務所  2事務所（兵庫、熊本） 

 

4 実施時期 

平成 28 年 12 月～30 年 3 月 

 

 


